（Ｈ22年11月）

· 企業の営業秘密の保護が、法改正により強化されました。
改正不正競争防止法が7月に施行され、顧客情報や製造技術上のノウハウ等の「営業秘密」の保護が一層強化されました。

そもそも不正競争防止法とは、市場経済社会を正常に機能させること、つまり市場における競争を公正に行わせることを目的に制定された法律で、それによってコピー商品の規制や商標・ロゴマークの保護、競争相手の技術等の不正取得や産地偽装等の虚偽表示に対する規制などが行われてきました。しかしながら、最近は特に企業の営業秘密情報の流出の類型が増え、従来の法律での取締りには限界があったことから、今回、刑事罰である「営業秘密侵害罪」の処罰対象範囲を拡大するなど法律に実効性を持たせる改正が行われました。
主な改正点は以下のとおりです。
①改正前は「不正の競争の目的が認められる行為」（簡単に言えば、不正に得た営業秘密を利用して自分が同じ仕事をしたり、同業者の第三者に営業秘密を開示する行為）が刑事罰の対象となっていたため、同業でない第三者に営業秘密を開示する行為や単に営業秘密の保有者に損害を与える目的で公に開示する行為は処罰の対象になりませんでした。（民事責任を追及される可能性はあり）
改正後は、「不正の競争の目的」が「不正の利益を得る目的またはその保有者に損害を加える目的」に改められたため、全て処罰の対象となりました。従って、例えば営業秘密を持ち出した社員が、第三者から報酬を得ていた場合や単にインターネット上で秘密を公開するなど会社への加害目的が明らかになった場合には処罰の対象となります。
②改正前は、営業秘密侵害罪で告訴しようとすると、被害企業側に営業秘密が不正に使用・開示されたという事実を証明する責任があるため、その立証が極めて困難でした。（競争相手の企業内や海外で使用・開示が行われるため）
改正後は、営業秘密が使用・開示される前であっても、不正の利益を得る目的またはその保有者に損害を加える目的で不正に得た営業秘密を所持していた場合には、それだけで処罰の対象となりました。従って、例えば社員が同業他社の社員から不正に営業秘密を入手しただけでも処罰の対象となります。
ただし、営業秘密として保護されるためには、以下の３要件をすべて満たさなければならないことに注意しなければなりません。

１．秘密管理性　　当たり前のことですが、営業秘密は情報の保有者が主観的に秘密として管理しているだけでは不十分で、アクセス制限等の管理をした上で客観性が認められなければなりません。

２．有　用　性　　客観的に「事業活動に有用な技術上又は営業上の情報」でなければなりません。

３．非 公 知 性 　営業秘密は「公然と知られていない」ことが必要です。
これからは、知らない間に犯罪に手を染めていたといった事態にならないよう、特に転職者の持ち込んだ情報管理の徹底が求められます。　（工藤克己）
